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概要 

室蘭工業大学では学科の見直しに伴う学部改組によって、学科数が減少する半面、各学

科定員を増員してきた。これに合わせて中規模や小規模の PC 教室を増設し、複数の PC 教

室を連携することで学科単位で授業が実施できる環境を整備してきた。コロナ禍で遠隔授

業を実施した経験から遠隔授業に対応した PC 教室連携システムを導入した。本報告では

これまでに利用してきた連携システムの特徴と新たな連携システムの実装方法について述

べる。 
 

1 はじめに 

本学では、四半世紀前から PC 教室間で教室を

連携するシステムを利用してきた[1]。その利用理

由は PC 教室の規模と講義の受講者数が不均衡な

ためである。本学は学部改組によって 11 学科か

ら6学科、4学科、2学科と学科数が変化し、最大

学科定員も 55 名から 100 名、180 名、そして現

在の 325 名へと変遷してきた。 

一方、教室規模は 11 学科当時の教室を改修し

て利用し続けているため、多くの講義室が中規模

か小規模であり、大規模の講義室が不足している。

PC 教室も旧教室を改修して構築しているため中

規模以下の規模であり、学科定員の増加に合わせ

て教室数を増やし、授業の映像や音声を配信して

教室間を連携することで、学科ごとに授業を実施

できる環境を整備してきた。  

PC 教室および連携システムの整備は 4、5 年毎

に情報教育システムの一部として更新し、これま

でに教室間連携システムの有効性評価[2]や要件の

検討[3]を行ってきた。近年は BYOD の推奨や遠隔

授業への対応など PC 教室のあり方および必要要

件が変化しつつある。2023 年 9 月に新たな PC 教

室の連携方式でシステム構築したので、これまで

のシステムの特徴と新システムの方式について報

告する。 

2 これまでの連携方式の特徴 

本学では次の方式を PC 教室の連携システムと

している。PC 教室は複数あり、教員が講義を実施

する教室を主教室、その映像と音声を受信し投

影・拡声する教室を副教室としている。 

以降でこれまでに利用してきた連携システムに

ついて説明する。 
2.1 第一期：専用設計システム方式 

完全な作りこみシステムであり、PC 教室間の

映像と音声はアナログ信号を伝送する方式であっ

た。操作卓上に必要と考えた機能ボタンを作成し、

視認性と操作性に優れていたが、高額なシステム

であった。PC 教室数が 2、3 教室時期の連携シス

テムのため、主教室と副教室は固定教室として設

計していた。さらに次の機能も備えた。(1)2 台の

プロジェクターに異なるソースを選択し、投影で

きる。(2)主教室と副教室間で音声のやり取りがで

きる。(3)主教室で副教室の教室風景を確認・投影

できる。 
2.2 第二期：ビデオ会議システム利用方式 

現存のビデオ会議システム（Polycom）および

スイッチャーの入力切替機能を活用したシステム

である。専用設計システム方式に比べて、安価に



システムを構築することができた。PC 教室数が 5
教室になった時点でのシステムであり、主教室と

副教室の組合せを自由に選択でき、同時に異なる

教室間で連携することを可能とした。 
操作卓前面のラック内に搭載したスイッチャ

ーの切替スイッチを利用して入力ソースを選択す

る仕様としたため、視認性がやや低下した。さら

に連携開始時の手順が増えたため、主教室と副教

室を往復する回数が増え、連携開始に時間がかか

るようになったが、第一期の機能は搭載すること

ができた。 

3 新たな連携方式 

新システムの仕様内容検討は 2022 年度から開

始したが、BYOD の推奨やコロナ禍を経て連携シ

ステムに求める要件が次のように変化した。 
(1)対面授業のほか遠隔授業にも対応し、必要に応

じてスタジオ的に授業を配信できること。また対

面授業および遠隔授業の両方をハイブリットで実

施できること。(2)BYOD の実施により PC 教室に

限らず一般講義室との連携も可能とすること。 
以降で新たな連携システムの実装方式につい

て述べる。 
3.1 Zoom による連携 
本学ではコロナ禍の 2020 年から 2023 年までの

遠隔授業は Zoom を活用しリアルタイムで実施し

てきた。このため利用し慣れている Zoom を活用

した連携システムとした。 
3.2 送信用 PC と受信用 PC の分離 

一般的に Zoom を利用してミーティングを開始

する場合は次の手順が必要となる。(1)各教室の

PC を起動する。(2)PC にサインインする。(3)Zoom
を起動しサインインする。(4)主教室でミーティン

グを開始し、副教室でミーティングに参加する。 
本システムではこの操作を短縮するため全て

の PC 教室に Zoom 受信用 PC を設置し、常に

Zoom を起動しサインインした状態として遠隔授

業開始時の操作手順を少なくした。 
3.3 連携先教室のグループ化 

Zoom のチームチャット機能の「チャネル」を

事前に作成することで複数教室をグループ化する

方式とした。このとき 4 教室連携や 5 教室連携な

ど連携する PC 教室の全ての組合せを事前に作成

するようにしている。 
3.4 ミーティング開始時の受信用 PC 自動応答 

ビデオミーティング機能を利用したミーティ

ング開始方式とした。事前に受信用 PC 側のアカ

ウントに自動応答設定を追加することで、受信用

PC 側でミーティングに参加する操作を行うこと

なく、自動的にミーティングへ参加させることを

実現した。 

4 おわりに 

新連携システムの導入前は連携授業の開始時

は利用する全ての教室を 3 往復（周回）して準備

を行っていたが、現在は各 PC 教室の操作卓の主

電源を入れるだけで実施できるようになった。 
また全ての PC 教室は主教室と副教室として利

用できるように設計したため、どの PC 教室にも

受信用 PC を配備している。連携時は主教室の受

信用 PC に対しても配信し、連携中の主教室で投

影・拡声している映像と音声は、受信用 PC で受

信したものを利用している。これにより他教室で

どのような映像が投影されているか把握すること

を可能としている。 
ただし、主教室ではマイクの音声と Zoom から

受信した音声の両方が拡声され、後者は遅延して

拡声される問題が発生した。受信した音声はネッ

トワークを経由するため伝送に時間がかかり遅延

するためである。この問題は受信用 PC の Zoom 音

声をミュートにすることで解消できるので、専用

ミュートボタンを作成し設置することで対応した。 
最後に我々は演習を伴う情報科目を教員一人

ひとりで担当しているが、複数教室で連携授業を

実施ためには TA（Teaching Assistant）の活用が不

可欠となっている。各副教室に TA を配備するこ

とでシステムトラブルの早期発見が行えたり、学

生からの質問対応が円滑に実施できている。 
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